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※本資料では、「令和5年度税制改正大綱」等において示された、
2024年1月に抜本的拡充・恒久化される予定のNISA制度のことを新しいNISAと呼んでいます。
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投資信託の
選び方

【セミナーに関する留意点】
〇本セミナーでは、金融商品の商品性等についてご紹介を行います。
〇また、セミナー終了後に、セミナーでご紹介する商品等の勧誘を行うこと
があります。〇本セミナーでご紹介する商品は当行取扱商品の一部です。
【リスク性商品に関する留意点】
〇元本保証のないリスク性商品のご購入やご売却、保有にあたっては、手数
料等をご負担いただきます。〇リスク性商品には、各種相場環境等の変動に
より、投資した資産の価値が投資元本を割り込む等のリスクがあります。〇
リスク性商品を中途解約する場合は、ご購入時の条件が適用されず不利益と
なる場合があります。〇商品毎に手数料等およびリスクは異なりますので、
当該商品等の契約締結前交付書面や目論見書または販売用資料等でご確認く
ださい。



＜本資料の作成は＞

三菱UFJアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第404号

加入協会：一般社団法人投資信託協会/一般社団法人日本投資顧問業協会

• 本資料内で使用しているデータについては、過去の実績・状況または作成時点で
の見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証す
るものではありません。また、税金・手数料等を考慮しておりません。

• 本資料におきましては、過去の実績やシミュレーションが表示されますが、これ
らは将来の投資成果を示唆・保証するものではありません。

• 投資信託による投資はリスクを負うものであり、投資元本を割り込み、損失を被
る可能性があります。

• 投資に関する最終決定はお客さま自身のご判断でお願いします。
• 本資料で紹介するＮＩＳＡ活用方法は三菱ＵＦＪアセットマネジメントが考える

一例であり、全ての人に当てはまるわけではありません。

• 本資料最後の「留意事項」の内容を必ずご覧ください。



新しいNISA×投資信託の選び方

１. 新しいNISAのポイントを確認

２. 投資信託の選び方のヒントを解説

３. 具体的な商品のご紹介



新しいNISA×投資信託の選び方

① 一般NISAとつみたてNISA ＊の一本化が図られ、
つみたて投資枠と成長投資枠の併用可

② 口座開設期間と非課税保有期間の恒久化・無期限化

③ 年間投資枠の拡充・生涯投資枠の新設

新しいNISAはより使いやすく

＊ジュニアNISAでは、2024年以降新規投資ができなくなります

・上記はあくまでひとつの考え方であり、すべてを説明しているものではありません。



新しいNISA×投資信託の選び方

現行NISA

一般NISAつみたて
NISA 成長投資枠つみたて

投資枠

年間120万円
×5年

年間40万円
×20年

年間240万円
×無期限

年間120万円
×無期限

選択式 併用可

年間合計360万円年間120万円年間40万円 or

まとまった
お金で

少しずつ
コツコツ 新しいNISA

制度変更のポイント①

出所：金融庁開示資料、各種報道等を基に三菱UFJアセットマネジメント作成
※上記はイメージであり、すべてを網羅したものではありません。※作成時点における法令等を基に作成しており将来予告なく変更されることがあります。



新しいNISA×投資信託の選び方

現行NISA

新しいNISA

一般NISA

最長5年

2023年まで

非課税保有期間

口座開設期間

つみたて投資枠

非課税保有期間

口座開設期間

恒久

無期限

つみたてNISA

最長20年

2023年まで

非課税保有期間

口座開設期間

出所：金融庁開示資料、各種報道等を基に三菱UFJアセットマネジメント作成
※上記はイメージであり、すべてを網羅したものではありません。※作成時点における法令等を基に作成しており将来予告なく変更されることがあります。

成長投資枠

非課税保有期間

口座開設期間

恒久

無期限

制度変更のポイント②



新しいNISA×投資信託の選び方

現行NISA

新しいNISA

一般NISA

最長5年

2023年まで

非課税保有期間

口座開設期間

つみたて投資枠

非課税保有期間

口座開設期間

恒久

無期限

つみたてNISA

最長20年

2023年まで

非課税保有期間

口座開設期間

出所：金融庁開示資料、各種報道等を基に三菱UFJアセットマネジメント作成
※上記はイメージであり、すべてを網羅したものではありません。※作成時点における法令等を基に作成しており将来予告なく変更されることがあります。

成長投資枠

非課税保有期間

口座開設期間

恒久

無期限

制度変更のポイント③

非課税となる
生涯投資枠計1,800万円
（成長投資枠は1,200万円まで）



新しいNISA×投資信託の選び方

結婚

介護

医療費子供の教育費用

就労

20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代 90代 100歳

出産 マイホーム購入 マイホーム
リフォーム

退職

新しいNISA

※ 上記は、一例であり、すべての方に当てはまるものではありません。

趣味

人生100年時代のライフイベントと新しいNISA



新しいNISA×投資信託の選び方

成長投資枠つみたて投資枠

公募投資信託

上場株式

ＥＴＦ

ＲＥＩＴ

公募投資信託

ＥＴＦ

※つみたて投資枠の対象商品となるには、
金融庁への届出が必要。
（2023年までのつみたてNISA対象商品と同様）

※一部対象外あり

新しいNISAの対象商品



新しいNISA×投資信託の選び方

どんな投資対象が
あるの？

どんなコストが
どのくらいかかるの？

・上記は三菱UFJアセットマネジメントが考える一例であり、すべてを網羅しているものではありません。

各資産のリスクと
リスク許容度は？

投資信託を選ぶ際に確認したいこと



新しいNISA×投資信託の選び方

国内 海外

債
券

株
式

リ
ー
ト

国内債券 海外債券
（先進国/新興国）

国内株式 海外株式
（先進国/新興国）

国内リート 海外リート

バランス

・上記はあくまでイメージであり、すべての投資対象ではありません。

どんな投資対象があるの？

国内外のさまざまな資産を投資対象とする投資信託



新しいNISA×投資信託の選び方

27.4％

株式債券 リート

2.2％ 10.8％ 21.1％ 25.5％ 24.6％
リスク

（標準偏差） 13.8％ 31.5％

（出所）Bloombergのデータを基に三菱UFJアセットマネジメント作成
・上記は指数（株式とリートは配当込）を使用しています。指数については【本資料で使用している指数について】をご覧ください。・ 先進国債券、新興国債券、先進国株式、新興国株式、
先進国リートは、米ドルベースの指数を使用しており三菱UFJアセットマネジメントが円換算しています。・リスクは、年次騰落率の標準偏差です。

各資産のリターンとリスク（期間：2007年～2022年）

最小値

最大値

平均値



新しいNISA×投資信託の選び方

※上記は三菱UFJアセットマネジメントが考えるリスク許容度を把握するための項目例であり、すべてを示すものではありません。

リスク許容度

高い

少ない

多い

浅い

少ない

慎重

低い

多い

少ない

豊富

多い

積極的

年齢

年収

将来の支出

投資経験・商品知識

余剰資金

リスクに対する考え方

高低

リスク許容度とは



新しいNISA×投資信託の選び方

・100万円で運用をスタートし、信託報酬控除前の運用利回りを年率3％と仮定して計算しています（複利計算）。
・上記は、信託報酬の大小が長期的にパフォーマンスへ与える影響を明示するためのシミュレーション（複利にて計算。税金・手数料等は考慮しておりません。）であり、

将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。※表示桁未満は四捨五入しています。
・上記以外にも投資信託の費用は発生します。後述の【留意事項】【投資信託の費用】についての項目を必ずご確認ください。

運用コストの違いによるパフォーマンスへの影響：信託報酬の違いによる例
信託報酬控除前の運用利回りを年率3％と仮定して計算（複利計算）

約181万円

約149万円

約177万円

●購入時にかかる
「購入時手数料」や
●保有期間中にかかる
「運用管理費用（信託報酬）」
などがあります。

運用管理費用は保有期間中に毎日計上され、基準価額から差し引かれます。
投資対象資産が上昇していても、それを上回る運用管理費用がかかってい
れば、その利益を受けとることができません。

どんなコストがどのくらいかかるの？

長期の資産形成ではコストも重要どんなコストがかかる？



新しいNISA×投資信託の選び方

つみたて投資枠では金融庁が定めた長期・積立・分散投資に適した一定の投資信託が対象です。
現行のつみたてNISAの要件が引き継がれる予定です。

つみたてＮＩＳＡ
対象商品

国内 内外 海外

株式型

資産
複合型

ETF

公
募
投
信

48本
（31本）

24本
（2本）

68本
（31本）

5本
（2本）

102本
（36本）

2本
（1本）

3本
（0本）

5本
（0本）

ー

※（ ）内の数字は、届出開始当初（2017年10月2日）の商品数

（出所）金融庁ＨＰ等を基に三菱UFJアセットマネジメント作成
・つみたてNISA対象商品は、低コストの投資信託に限定しており、購入時手数料・口座管理費用はゼロで、運用管理費用（信託報酬）は一定の水準以下です。

（単位：本）（2023年10月26日時点）

257本

つみたてNISA対象商品の分類

つみたてNISA（つみたて投資枠）対象商品



新しいNISA×投資信託の選び方

つみたてNISA（つみたて投資枠）対象となるインデックスファンドの「運用管理費用（信託報酬）」に
ついては、国内資産は0.5％（税抜）以下、内外・海外資産は0.75％（税抜）以下に限定されています。

投資先を国内とする
指定インデックスファンド

投資先を内外・海外とする
指定インデックスファンド

（出所）金融庁ＨＰ等を基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成

2017年10月時点 2023年10月時点

平均 0.264% 平均 0.242%

平均 0.38% 平均 0.30%

（法令上の上限0.75％）

（法令上の上限0.5％）

低コストのインデックス
ファンドが増加。

インデックスファンドの
信託報酬率の平均は

低下傾向。

つみたてNISA（つみたて投資枠）対象のインデックスファンドのコスト

つみたてNISA対象のインデックスファンド信託報酬率（税抜き）



新しいNISA×投資信託の選び方

インデックスファンド
市場全体の値動き（インデックス）
インデックスファンドの値動き

 多種多様な投資対象や運用方法の
投資信託がある

インデックスファンドとは、市場全体の値動き（イ
ンデックス）に連動する運用成果を目指すタイプの
投資信託です。インデックスとは、日経平均株価や
ＮＹダウなどの市場全体の値動きを表す指数のこと
を言います。

アクティブファンドとは、企業の業績予想や株価
分析に基づいて、市場全体の値動きを上回る運用
成果を目指すタイプの投資信託です。

アクティブファンド
市場全体の値動き（インデックス）
アクティブファンドの値動き

 コストが低い

 市場を上回るリターンを目指す シンプルで分かりやすい

・上記はイメージであり、必ずしもこのような投資結果になるわけではありません。

インデックスファンドとアクティブファンドの違い



新しいNISA×投資信託の選び方

現行の一般NISAの機能を引継ぐもので、投資信託以外にも上場株式など幅広く投資が可能です。
ただし安定的な資産形成のために、対象商品を一部制限しています。

公募投資信託・ETF・株式・REIT等
※以下の投資信託・株式は除外

①信託期間が20年未満
②毎月分配型
③高レバレッジ型などヘッジ目的以外でデリバティブ取引を活用
④整理・監理銘柄

成長投資枠の対象となる国内籍の投資信託、上場投資信託（ETF）
及び上場投資法人（REIT等）を明確化するため、各運用会社が税法上の
要件を踏まえ対象として判断した商品について投資信託協会に届出を行い、
届出のあった商品について投資信託協会が取りまとめの上公表。

成長投資枠対象商品について

成長投資枠の対象商品



新しいNISA×投資信託の選び方

何を目的に投資をしたいのか【お客さまのニーズ×リスク許容度】

低 リスク許容度 高

多少リスクが高くても値上がり期
待のある投資信託に投資したい。

海外株式ファンド・
国内株式ファンド等

バランスファンド等

高配当株式ファンド・
国内外リートファンド・
新興国債券ファンド等

利子や配当といったインカムゲイ
ンに着目した投資に興味がある。

なるべくリスクを抑えて投資したい。

お
客
さ
ま
の
ニ
ー
ズ 資産配分を考えるのは面倒だから、

すべてお任せできるバランス型が
いい。

バランスファンド・
債券ファンド等

テクノロジーやヘルスケア等、
特定のテーマに関連する企業を
応援する投資をしたい。

テーマ型株式ファンド等

上記はあくまで商品選択の考え方の一例を掲載したものです。商品の選定や投資は、お客さまのリスク許容度、目標とする投資成果、投資期間、保有する資産額、
投資資金の使途/性格等を踏まえてご検討ください。

ニーズ別投資信託の一例



ベイリー・ギフォード世界長期成長株ファンド
＜愛称：ロイヤル・マイル＞
追加型投信／内外／株式

新しいNISA×投資信託の選び方

成長投資枠対象商品のご紹介

以降のページは、ベイリー・ギフォード世界長期成長株ファンドの概要について投資家のみなさまにご紹介するために作成したものです。このため、
ファンドの商品性、リスク、お申込みメモなどについては投資信託説明書（交付目論見書）をご確認いただく必要があります。以降のページでは、ベ
イリー・ギフォード世界長期成長株ファンドを「当ファンド」「ロイヤル・マイル」ということがあります。当ファンドの投資対象ファンドの運用は、
ベイリー・ギフォード＆カンパニーのグループ会社である、ベイリー・ギフォード・インベストメント・マネジメント（ヨーロッパ）リミテッドが行
います。以降のページは、ベイリー・ギフォード社＊のコメントを基に作成しております。＊ベイリー・ギフォード＆カンパニーをベイリー・ギ
フォード社と呼ぶことがあります。



新しいNISA×投資信託の選び方

ＬｏｎｇＴｅｒｍ 長期的な視野

世界の株式が投資対象

成長性に期待

Ｇｌｏｂａｌ
Ｇｒｏｗｔｈ

・上記は、現時点のものであり、将来変更される可能性があります。

 10年先を見据えた長期投資を、100年以上にわたり続けてきました。
－伝統ある「長期投資へのアプローチ」をスコットランド・エディンバラからお届けします－

当ファンドが活用するロングターム・グローバル・グロース戦略（LTGG戦略）とは

ベイリー・ギフォード社の投資哲学 ～長期成長株投資～



新しいNISA×投資信託の選び方

（出所）Bloomberg、Refinitiv、ベイリー・ギフォード・インベストメント・マネジメント（ヨーロッパ）リミテッドのデータを基に三菱UFJアセットマネジメント作成
・全世界株式は、MSCIオールカントリー・ワールドインデックス（配当込み、円ベース）です。・全世界株式は、当ファンドのベンチマークではありませんが、市況推移の参考として掲載してい
ます。詳しくは、後記の【本資料で使用している指数について】をご覧ください。・LTGG戦略のコンポジットは、運用報酬控除後、円ベース、配当および分配金再投資のパフォーマンスを表して
います。指数については、後記の【本資料で使用している指数について】をご覧ください。また、税金・手数料等を考慮しておりません。・実際のファンドでは、課税条件によってお客さまごと
の騰落率は異なります。また、換金時の費用・税金等は考慮していません。・上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示
唆・保証するものではありません。また、税金・手数料等を考慮しておりません。・表示桁未満は、四捨五入して表示しています。

(ご参考)LTGG戦略のパフォーマンス
当ファンドについてご理解をより深めて頂くために、下記には参考としてLTGG戦略のコンポジットのデータを用いて、LTGG戦略の過去の運用実績をご紹介しています。保有開始時期は、LTGG戦
略の代表ファンドのデータを用いています。保有期間の騰落率は、保有開始時の月末から2023年9月末までの騰落率（現地通貨ベース）を表示しています。LTGG戦略のコンポジットおよびLTGG戦
略の代表ファンドは、当ファンドの投資対象ファンドと同様の運用プロセスを用いておりますが、当ファンドおよび当ファンドの投資対象ファンドの運用実績ではありません。また、当ファンドお
よび当ファンドの投資対象ファンドの将来の成果を示唆・保証するものではありません。下記の各銘柄は、2023年9月末時点における当ファンドの投資対象ファンドの保有上位5銘柄のうち保有期
間の長い３銘柄をご紹介したものです。したがって、個別銘柄の推奨を目的とするものではなく、当ファンドおよび当ファンドの投資対象ファンドにおいて下記銘柄を組み入れることを保証するも
のではありません。＊コンポジットとは、運用のパフォーマンス測定のため、類似の投資目的、投資戦略に基づき運用される複数のファンドをまとめたものをいいます。当該コンポジットには代表
ファンドも含まれます。

（期間：2004年2月末（運用開始時）～2023年9月末、月次）



新しいNISA×投資信託の選び方

・基準価額は、1万口当たりであり、運用管理費用（信託報酬）控除後の値です。信託報酬率は、後記の「投資信託の費用」に記載しています。
ロイヤル・マイルは、表示期間において分配金のお支払いはありませんでした。・全世界株式は、MSCIオールカントリー・ワールドインデックス（配当込み、円ベース）です。・
全世界株式は、当ファンドのベンチマークではありませんが、市況推移の参考として掲載しています。詳しくは、後記の「本資料で使用している指数について」をご覧ください。・
全世界株式は、設定日翌々営業日を10,000として指数化しています。・上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果
を示唆・保証するものではありません。 また、税金・手数料等を考慮しておりません。

ロイヤル・マイルの基準価額の推移（期間：2019年1月31日～2023年9月29日）



新しいNISA×投資信託の選び方

組入上位10カ国・地域 組入上位10業種

（2023年9月29日現在）

実質的な投資を行う
「ベイリー・ギフォード・ワールドワイド・ロング・ターム・グローバル・グロース・ファンド」の運用状況

（出所）ベイリー・ギフォード・インベストメント・マネジメント（ヨーロッパ）リミテッドのデータを基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成
・表示桁未満の数値がある場合、四捨五入しています。・比率は投資対象ファンドの純資産総額に対する割合です。
・国・地域は、ベイリー・ギフォード・インベ ストメント・マネジメント（ヨーロッパ）リミテッドの定義に基づいています。
・業種はGICS（世界産業分類基準）のセクターで分類しています。
・上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。



新しいNISA×投資信託の選び方

（2023年9月29日現在）
組入上位10銘柄

実質的な投資を行う
「ベイリー・ギフォード・ワールドワイド・ロング・ターム・グローバル・グロース・ファンド」の運用状況

（出所）ベイリー・ギフォード・インベストメント・マネジメント（ヨーロッパ）リミテッドのデータを基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成
・表示桁未満の数値がある場合、四捨五入しています。・比率は投資対象ファンドの純資産総額に対する割合です。
・国・地域は、ベイリー・ギフォード・インベ ストメント・マネジメント（ヨーロッパ）リミテッドの定義に基づいています。
・業種はGICS（世界産業分類基準）のセクターで分類しています。
・上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。



新しいNISA×投資信託の選び方

（ご参考）LTGG戦略および各資産に積立投資を行った場合のシミュレーション
・毎月末に１０万円ずつ積立投資（最終月末を除く）を実施したと仮定
・LTGG戦略は、LTGG戦略のコンポジット（運用報酬控除後、円ベース、配当および分配金再投資）、その他は指数のパフォーマンスを基に算出
・税金・手数料等を考慮していません。

＜前提条件＞

■LTGG戦略運用開始来（期間：2004年2月末（運用開始月）～2023年9月末、月次）

（出所）ベイリー・ギフォード・インベストメント・マネジメント（ヨーロッパ）リミテッド、Refinitivのデータを基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成
・全世界株式は、MSCIオールカントリー・ワールドインデックス（配当込み、円ベース）、金はスポット価格（円換算ベース）、４資産均等は東証株価指数（TOPIX）（配当込み）、MSCI コクサイ・
インデックス（配当込み、円換算ベース）、NOMURA-BPI総合、FTSE世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）に月次リバランスにて均等投資したと仮定して試算したもの、米国国債は
FTSE米国債インデックス（円換算ベース）を使用しています。・上記の各指数は、当ファンドのベンチマークではありませんが、代表的な各資産（株・債券・資産複合・その他）の市況推移の参考と
して掲載しています。 ・上記はシミュレーションであり、実際の運用とは異なります。したがって、将来の運用成果を示唆・保証するものではありません。計測期間が異なる場合は、結果も異なる点に
ご注意ください。・表示桁未満は四捨五入して表示しています。・指数については、後記の【本資料で使用している指数について】をご覧ください。・表示桁未満は、四捨五入して表示しています。

1億2,368万円

7,378万円
6,035万円
4,555万円
3,779万円

下記は、長期の運用実績をお示しするためロングターム・グローバル・グロース戦略（LTGG戦略）のコンポジットのデータを用いています。LTGG戦略のコンポジットは、当ファンドの
投資対象ファンドと同様の運用プロセスを用いておりますが、当ファンドおよび当ファンドの投資対象ファンドの運用実績ではありません。下記シミュレーション結果は、一定の前提条件
のもとに行われた試算であり、将来の投資成果を保証等するものではありません。税金・手数料等を考慮していません。

長期つみたてシミュレーション



新しいNISA×投資信託の選び方
ロイヤル・マイルの目的・特色
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投資リスク
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お申込みメモ
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投資信託の費用



新しいNISA×投資信託の選び方

 国内債券：ＮＯＭＵＲＡ-ＢＰI総合
ＮＯＭＵＲＡ-ＢＰＩ総合とは、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社が発表しているわが国の代表的な債券パフォーマンスインデックスです。

 先進国債券：ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本）
 ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本）は、ＦＴＳＥ Ｆｉｘｅｄ Ｉｎｃｏｍｅ ＬＬＣにより運営され、日本を除く世界主要国の国債の総合収益率を各市場の時価総額で

加重平均した債券インデックスです。
 新興国債券：ＪＰモルガンＧＢＩ-ＥＭグローバル・ダイバーシファイド
 ＪＰモルガンＧＢＩ-ＥＭグローバル・ダイバーシファイドとは、Ｊ.Ｐ.モルガン・セキュリティーズ・エルエルシーが算出し公表している現地通貨建ての新興国国債のパ

フォーマンスを表す指数で、指数構成国のウエイトに上限を設けた指数です。
 米国国債： FTSE米国債インデックス
 FTSE米国債インデックスは、FTSE Fixed Income LLCにより運営され、米国債の総合収益率を指数化した債券インデックスです。
 国内株式：東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）
 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）（配当込み）（ＴＯＰＩＸといいます）とは、日本の株式市場を広範に網羅するとともに、投資対象としての機能性を有するマーケット・ベンチ

マークで、浮動株ベースの時価総額加重方式により算出される株価指数です。
 ＴＯＰＩＸに関する知的財産権その他一切の権利は株式会社JPX総研又は株式会社JPX総研の関連会社に帰属します。
 先進国株式：ＭＳＣＩ コクサイ インデックス
 ＭＳＣＩ コクサイ インデックスとは、ＭＳＣＩ Ｉｎｃ.が開発した株価指数で、日本を除く世界の先進国で構成されています。
 新興国株式：ＭＳＣＩ エマージング・マーケット インデックス
 ＭＳＣＩ エマージング・マーケット インデックスとは、ＭＳＣＩ Ｉｎｃ.が開発した株価指数で、世界の新興国で構成されています。
 国内リート：東証ＲＥＩＴ指数
 東証ＲＥＩＴ指数とは、東京証券取引所に上場している不動産投資信託証券全銘柄を対象として算出した指数です。
 先進国リート：Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴ指数（除く日本）
 Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴ指数（除く日本）とは、Ｓ＆Ｐダウ・ジョーンズ・インデックスＬＬＣが公表している指数で、日本を除く先進国の不動産投資信託（ＲＥＩＴ）および

同様の制度に基づく銘柄を対象に浮動株修正時価総額に基づいて算出されています。
 全世界株式：MSCI オールカントリー・ワールド インデックス

MSCI オール・カントリー・ワールド・インデックスとは、MSCI Inc.が開発した株価指数で、世界の先進国・新興国の株式で構成されています。
 GICS（世界産業分類基準）：Global Industry Classification Standard (“GICS”)は、MSCI Inc.とS&P(Standard & Poor’s）が開発した業種分類です。GICSに関する知的財産所有

権はMSCI Inc.およびS&Pに帰属します。

本資料中の指数等の知的所有権、その他一切の権利はその発行者および許諾者に帰属します。また、発行者および許諾者が指数等の正確性、完全性を保証するものではありま
せん。各指数等に関する免責事項等については、委託会社のホームページ（https://www.am.mufg.jp/other/disclaimer.html）を合わせてご確認ください。
こちらからもアクセスいただけます。

本資料で使用している指数について



新しいNISA×投資信託の選び方
留意事項
本資料は、三菱UFJアセットマネジメントが作成したお客さまセミナー資料です。投資信託をご購入の場合は、販売会

社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。
本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
本資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありま

せん。
投資信託は、預金等や保険契約とは異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。銀行等

の登録金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の補償の対象ではありません。
投資信託は、販売会社がお申込みの取扱いを行い委託会社が運用を行います。
くわしくは、三井住友銀行店頭の各商品の説明書等を必ずご覧ください。



新しいNISA×投資信託の選び方

 投資信託をご購入の際は、最新の「投資信託説明書（交付目論見書）」および一体となっている「目論見書補完書面」を必ずご覧
ください。これらは当行本支店等にご用意しています。

 投資信託のご購入、換金にあたっては各種手数料等（購入時手数料、換金時手数料、信託財産留保額等）が必要です。また、これ
らの手数料等とは別に信託報酬と監査報酬、有価証券売買手数料等その他費用等を毎年、信託財産を通じてご負担いただきます。
お客さまにご負担いただく手数料はこれらを足し合わせた金額となります。

 投資信託のご購入、換金にあたって円貨から外貨または外貨から円貨へ転換の際は、為替手数料が上記の各種手数料等とは別にか
かります。購入時と換金時の適用為替相場には差があるため、為替相場に変動がない場合でも、換金時の円貨額が購入時の円貨額
を下回る場合があります。

 これらの手数料等は各投資信託およびその通貨・購入金額等により異なるため、具体的な金額・計算方法を記載することができま
せん。各投資信託の手数料等の詳細は、目論見書・販売用資料等でご確認ください。

 投資信託は、元本保証および利回り保証のいずれもありません。
 投資信託は国内外の株式や債券等へ投資しているため、投資対象の価格の変動、外国為替相場の変動等により投資した資産の価値

が投資元本を割り込むリスクやその他のリスクは、投資信託をご購入のお客さまが負うことになります。
 外国投資信託のお取引にあたっては、外国証券取引口座の開設が必要です。
 投資信託は預金ではありません。
 投資信託は預金保険の対象ではありません。預金保険については窓口までお問い合わせください。
 当行で取り扱う投資信託は、投資者保護基金の対象ではありません。
 当行は販売会社であり、投資信託の設定・運用は委託会社が行います。

三井住友銀行より投資信託に関してご留意いただきたい事項



新しいNISA×投資信託の選び方

 非課税口座開設には、投資信託の特定口座または一般口座の開設が必要です。
 非課税口座は、すべての金融機関を通じて、同一年において１人につき１口座しか開設できません（金融機関を変更した場合を除く）。なお、所定の手続のもと

で、金融機関の変更が可能ですが、金融機関の変更を行い、複数の金融機関で非課税口座を開設したことになる場合でも、各年において１つの非課税口座でしか
公募株式投資信託等を購入することができません。また、非課税口座内の公募株式投資信託等を変更後の金融機関に移管することもできません。なお、金融機関
を変更しようとする年分の非課税管理勘定で、すでに公募株式投資信託等を購入していた場合、その年分について金融機関を変更することはできません。

 金融機関によって、取り扱うことのできる金融商品の種類およびラインアップは異なります。当行では、税法上の公募株式投資信託のみ取り扱っています（つみ
たてNISAは、税法上の公募株式投資信託のうち一定の要件を満たした商品のみが
対象です）。

 非課税口座には非課税投資枠が設定されており、一旦利用すると、売却しても非課税投資枠の再利用はできません。
また、非課税投資枠の残額は翌年以降へ繰り越すことはできません。そのため、短期間での売買（乗換え）を前提とした商品には適さず、中長期的な保有を前提と
した投資が望ましいと考えられます。

 非課税口座における配当所得および譲渡所得等は、収益の額にかかわらず全額非課税となりますが、その損失は税務上ないものとされるため、特定口座や一般口
座で保有する他の公募株式投資信託等の配当所得および譲渡所得等との通算はできず、当該損失の繰越控除もできません。

 投資信託における分配金のうち元本払戻金（特別分配金）は、そもそも非課税であり、制度上のメリットを享受できません。また、当該分配金の再投資を行う場
合には、年間非課税投資枠が費消されます。

 非課税期間終了時の取扱に関して、NISA、つみたてNISAともに非課税期間終了時に非課税口座内でお客さまが保有される公募株式投資信託等は、特定口座等に時
価で払い出しします（２０２４年以降の新しいNISA口座に移管（ロールオーバー）することはできません）。

 つみたてNISAとNISAはどちらか一方の勘定の選択制であり、同一年に両方の勘定の適用は受けられません。勘定の変更を行う場合は、原則、暦年単位となります
ので、ご留意ください。

 税金に関するご相談については、専門の税理士等にご相談ください。
 ２０２４年に新しいNISAへの制度改正が行われます。２０２４年以降の新しいNISA制度の取扱は以下の通りです。

・２０２４年以降、現在のNISA口座においては新たに公募株式投資信託等の買付けを行うことはできません。
・新しいNISAで受け入れることができる商品は、つみたて投資枠においては現在のつみたてNISAと同様であり、成長投資枠においては

現在のNISAの投資対象商品から信託期間２０年未満、毎月分配型、デリバティブ取引を用いた一定の投資信託が除かれたものとなります。
・現在のNISA、つみたてNISA、ジュニアNISA口座で買い付けた商品は、新しいNISA口座に移管することはできません。

 ２０２３年末時点で当行にて利用可能なNISAまたはつみたてNISA口座を開設している場合、２０２４年に当行で新しいNISA口座が自動的に開設されます。
 このご案内は、作成時点における法令その他の情報に基づき作成しており、今後の改正等により、取扱が変更となる可能性があります。

三井住友銀行より非課税口座に関してご留意いただきたい事項



■本資料の作成および設定・運用は■投資信託説明書（交付目論見書）のご請求・お申込みは
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